
「秋田県沖洋上風力開発を起点とする産業クラスターに係る調査*」からのご紹介

2023年10月16日

＜北海道における洋上風力関連産業の振興に向けて＞

＊ 2022年11月 ㈱日本政策投資銀行・㈱北都銀行共同執筆レポートより一部抜粋



1

（参考）

「秋田県沖洋上風力開発を起点とする産業クラスターに係る調査」について

【本日ご案内のポイント】

 洋上風力発電は、「調査・開発～機器製造～
組立・設置～O&M（運用・保守）～撤去」ま
で、幅広い産業における経済波及効果が期待
できる。

 秋田県の風力発電（陸上のみ）の導入ポテン
シャルは、25,247GWhと県内エネルギー消費
量の４倍近くある。

 第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改定
版）における「一般海域洋上風力」の経済波
及効果（20年累計）は、3,551億円と試算
されている。

 県内調達率を高めた場合（チャレンジ目標を
達成した場合）は、8,197億円になると推計さ
れる。
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洋上風力発電に関する国内外の動向

Section 1



4（出所）NEDO再生可能エネルギー技術白書、（一社）日本風力発電協会「2021年末日本の風力発電の累積導入量」より㈱日本政策投資銀行グループ作成

１.（1）洋上風力発電の構造

 洋上ウィンドファームは、陸上ウインドファームと共通の風力発電機、運転監視施設、陸上変電所、送電ケーブルに加え、海底送電ケーブル、港湾施設、
洋上変電所等により構成される。

 洋上風力発電の形態は海域の水深により異なる。海底に直接基礎を設置する着床式と，浮体を基礎として係留などで固定する浮体式の2種類に分
類される。2021年12月末時点、国内では2基の浮体式洋上風力が導入されている（⾧崎五島2MW及び北九州3MWの計5MW）。

 洋上風力発電機の構成要素は陸上風力とほぼ同様であるが、厳しい海洋環境に対応するため、塩害対策用ファンや海底ケーブル等が加わる。

洋上風力発電の一般的な構造

洋上ウィンドファームの主要構成要素

洋上風力発電の形態と水深の関係

風力発電機の主要構成要素（左:陸上風力 右:洋上風力）
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洋上風力発電のコスト構造

１.（2）洋上風力発電のサプライチェーンの整理

洋上風力産業の全体像とコスト構造（着床式の例）

 洋上風力発電設備は、構成機器・部品数が多く（１～２万点）、サプライチェーンの裾野が広い。また、事業規模は数千億円にいたる場合もある。
 洋上風力発電のコスト構造は以下の通りであり、風車製造コストが2割強を占めるほか、O&Mコストも4割弱を占める。

（出所）経済産業省・国土交通省「洋上風力の産業競争力強化に向けて」（2020年7月17日）より㈱日本政策投資銀行グループ作成



6（出所）IRENA（International Renewable Energy Agency）「Future of Wind」（2019年10月）より㈱日本政策投資銀行グループ作成

１.（3）洋上風力発電に関する海外の動向

 国際再生可能エネルギー機関（IRENA）によると、今後約30年間で、洋上風力発電導入量は年間平均11.5％のスピードで増加し、2018年の
23GWが、2030年までに228GW、2050年までに1,000GWまで拡大すると見込まれる。主にアジアの海域で拡大すると見込まれており、2018年
の5GWが、2030年には126GW、2050年には613GWとなり、世界で最も導入量の多い地域となる。

 世界的には、日本と隣接する地域に、巨大な洋上風力発電市場が創出される見込みである。

世界の洋上風力発電の導入量の見通し

世界の洋上風力導入量の見通し

世界の洋上風力発電導入量の見通し（合計） 世界の洋上風力発電導入量の見通し（地域別）
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アジア展開も見据えた次世代技術開発、国際連携（洋上風力産業ビジョン（第1次））

（出所）資源エネルギー庁「再生可能エネルギー政策の直近の動向」（2021年9月7日）、国土交通省港湾局「洋上風力発電を通じた地域振興ガイドブック」（2022年2月）等より㈱日本政策投資銀行グループ作成

１.（4）洋上風力発電に関する国の政策動向

空
間
軸

時間軸

 洋上風力産業ビジョン（第１次）において、「サプライチェーンの形成等を通じて競争力を高めつつ、将来的に、気象・海象が似ており、市場拡大が見込
まれるアジアへの展開も目指す」ことを掲げている。

 政府の目標設定上も、他地域より開発の先行が見込まれている秋田県において、大規模洋上風力発電開発プロジェクトを起点とした関連産業の拠
点化（O&M拠点、部品製造拠点等）及び地域企業の参入が進めば、いち早く国内サプライチェーンの形成及び産業クラスター化が実現する可
能性が期待出来る。また、県内のみならず、日本国内の別海域、更には中国・韓国・台湾等のアジア市場といった巨大市場へのビジネスチャンスも広がっ
ている。

秋田県を中心に拡大する洋上風力発電市場（イメージ）

調査開発 資機材生産 建設 O&M 撤去

秋田県市場 地域企業参入、クラスター形成

東北・北海道市場

全国市場

アジア市場



8（出所）デロイトトーマツコンサルティング合同会社「平成29年度電気施設等の保安規制の合理化検討に係る調査風力発電業界の構造調査」等より㈱日本政策投資銀行グループ作成

【欧州】

【日本】

メンテナンスに必要な能力・トレーニングの概要

・ 保守・運用は、事故予防、稼働率向上、それに伴う収益性
の向上に大きく関係する分野であり、風力発電事業の確実
性や予見性を確保するために重要となる。

・ 風車のメンテナンスには規模の大小によるものの日常保守管
理業務については風車3基あたり概ね1人のメンテナンス人員
が必要であり、国内の風車基数から算出すると約690人程
度の人員が必要となるところ、現状は500人程度しかおらず、
190人程度が不足している。

・ さらに、今後の風車の設置基数及びそれに伴うメンテナンス
要員数に関する一般社団法人日本風力発電協会の推計
では、2020年度には6,020基、要員数1,000人～2,000
人となり、2030年度には１万6,100基、要員数2,700人
～5,400人となるとの見通しも示されており、メンテナンス人
員の不足は喫緊の課題となっている。

 メンテナンス技術者の流動性が高く、風車メーカーの技術者の引き抜きや風車メーカーの事業所移転により地元に残った技術者を受け入れるな
どして、多数のサードパーティ事業者が市場に参入している。その結果、O&Mに関する情報の透明性やO&Mの効率の向上が図られている。

 以前は、我が国と同じく、風車メーカーのO&Mコストは高く、情報開示に非積極的であった。しかしながら、サードパーティ事業者の増加により
O&Mコストは低下傾向にあり、稼働率を上げるために必要な情報の開示も促進されつつある。

 今後は、風力発電の導入増加に伴いメンテナンス業務の需要は増加していくが、現状では人材不足のため供給サイドに限りがあり、保安品質
が低下すること、競争環境が形成されないことなどが懸念されている。

風力業界の事故防止の目的で風力発電事業者及び風車メーカーなどで構成さ
れる非営利組織GWO（Global Wind Organization）が推奨するBST（基
本安全トレーニング、Basic Safety Training）のトレーニング・モジュール

不足する国内のメンテナンス人材

2030年度には2,000人～4,500人以上不足の可能性

風力発電メンテナンス業界の概要

（出所）国土交通省港湾局「洋上風力発電を通じた地域振興ガイドブック」(2022年2月）より
㈱日本政策投資銀行グループ作成

（出所）参議院常任委員会調査室・特別調査室・薄井繭実「風力発電メンテ
ナンスにおける担い手の育成」（立法と調査2019.11、No. 417）より
㈱日本政策投資銀行グループ作成

１.（5）風力発電メンテナンス業界の概要
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秋田県の洋上風力発電開発の動向

Section ２
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２.（1）秋田県の特性等

秋田県は再生可能エネルギーの宝庫

 秋田県は、再生可能エネルギーの宝庫であり、年間を通じて安定した風況に恵まれ、国内でも有数の風力発電の適地といわれている。
 陸上風力発電の導入量は順調に拡大している。洋上風力発電においても、我が国で初めての商業ベースによる大型洋上風力発電事業が、2022年

末の運転開始に向けて、建設等が進められている。

秋田県の再エネ導入ポテンシャル 風力発電（陸上）の導入量の推移（各年度末）
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（単位:GWh）
128,662

（出所）環境省「自治体排出量カルテ」、秋田県「秋田県における風力発電の導入状況と産業戦略について」（2022年5月）より㈱日本政策投資銀行グループ作成
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秋田県における再生可能エネルギーの導入状況

風力 地熱 太陽光 水力 バイオマス
県内導入量（kW） 約64万8千 13万4,749 30万8,606 30万2,721 10万6,300
全国導入量（kW） 約458万1千 55万 6,316万 2,749万 約315万
全国に対する秋田県の割合 14.1％ 24.5％ 0.5％ 1.5％ 3.4％
全国における秋田県の順位 ２位 ２位 45位 16位 N.A.

2021年12月末現在 2021年1月末現在 2021年9月末現在 2021年3月末現在 2017年3月末現在
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秋田県における風力発電事業

（出所）秋田県「秋田県における風力発電の導入状況と産業戦略について」（2022年5月）より㈱日本政策投資銀行グループ作成

２.（2）秋田県における風力発電事業

 秋田県では、平成10年以降、風力発電の導入が進められており、2021年12月末現在で296基（導入量648,549kW）の風力発電がある。その
うち、県内事業者（自治体を含む）が主導又は参画することが公表された事業は118基（導入量263,000kW）となっている。

 2016年に県有地（牡鹿市船越～潟上市天王）、2020年に県有保安林（潟上市天王～秋田市下新城中野）で陸上風力発電の運転開始、
2022年末には港湾区域で洋上風力発電が運転開始予定あり、現在、一般海域における洋上風力発電事業が進行中である。

秋田県内の主な風力発電事業

対象地域 発電所規模 選定事業者等概要

県有地での公募
（陸上） 牡鹿市船越～潟上市天王 7,480kW ㈱風の王国・男鹿

2016年11月運転開始

県有保安林での公募
（陸上）

潟上市天王～秋田市下新
城中野

39,950kW
（17基）

㈱A-WIND ENERGY
2020年1月運転開始

65,990kW
（22基）

㈱ウェンティ・ジャパン
2020年5月運転開始

港湾区域における公募
（洋上）

秋田港と能代港（港内） 13.86万kW
（4,200kW×33基）

秋田洋上風力発電㈱
→ 丸紅、大林組、東北電力、コスモエコパワー、関西電力、中

部電力、秋田銀行、大森建設、沢木組、協和石油、加藤
建設、寒風、三共が設立（下線が県内企業）

2022年12月運転開始予定

一般海域における公募
（洋上）

能代市・三種町・男鹿市沖 47.88万kW 三菱商事グループ

由利本荘市沖 81.9万kW 三菱商事グループ、㈱ウェンティ・ジャパン

八峰町・能代市沖 35.6万kW 公募中（選定時期等は公募占有指針見直しにより未定）

男鹿市・潟上市・秋田市沖 21万kW 協議会の設置・開催中
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 重点プロジェクトⅠ（最重要プロジェクト）
「洋上風力の継続的な導入拡大と国内最大級の産業拠点形成に向けた取組推進」
更なる沖合での事業化や、県内産業拠点での更なる連携強化・投資促進・ イノベー

ションの促進に向け、以下①～⑥の取組を実施。
取組① 水深３０ｍ以浅の海域での事業化推進
取組② 浮体式を含めた水深３０ｍ以深の海域への導入可能性の検討
取組③ 「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の取組強化
取組④ 県外関連企業（１次サプライヤー等）の拠点誘致・投資促進
取組⑤ 洋上風力関連技術のイノベーション促進・技術開発促進
取組⑥ 洋上風力人材育成プロジェクト

 重点プロジェクトⅢ（最重要プロジェクト）
「再エネ発電設備等の建設工事、部品製造、運転・保守への県内企業の参入拡大
促進」
県内企業の育成や受注拡大に取り組むことで、中⾧期的には多くの県内企業が国内

屈指の競争力を誇る主力プレーヤーに成⾧できるよう、以下①～③の取組を実施。
取組① 県内企業への情報提供体制の強化
取組② 県内企業の競争力強化（技術力向上、品質向上、技術開発）
取組③ 県内企業による受注機会拡大及び投資拡大に向けた取組

 重点プロジェクトⅣ
「再エネの地産地消に向けた仕組みづくり」

発電事業者と需要家とのマッチングのほか、出力・価格が不安定な再生可能エネル
ギー電源を活用していくための検討を行うとともに、秋田県産再エネを活用した工業団
地整備に向けた取組として、以下①～③の取組を実施。

取組① 県内需要家と FIT 電源のマッチングの推進
取組② 既存の非 FIT 電源の有効活用
取組③ 100%秋田県産再エネを活用した工業団地の整備

２.（3）秋田県新エネルギー産業戦略の概要

（出所）秋田県「第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」（2022年3月）より㈱日本政策投資銀行グループ作成

第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）（2022年3月）

 第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）において、洋上風力発電を念頭に、重点プロジェクトⅠ及びⅢが、最重要プロジェクトに指定されている。
 再エネの地産地消に向けた仕組みづくりも、重点プロジェクトとして掲げられている。

第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）の概要
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洋上風力発電の経済効果試算（第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版））

２.（3）秋田県新エネルギー産業戦略の概要

（出所）秋田県「第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」（2022年3月）より㈱フィデア情報総研作成

 第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）によれば、一般海域洋上風力に係る経済波及効果は、総計（20年累計）で、総合効果が3,551
億円、うち直接効果が2,497億円、間接効果は1,054億円と試算されている。

 なお、「建設工事」、「運用・保守」及び「撤去」の各段階に分けて試算されており、直接効果の算出では、国の調達価格等算定委員会による想定値を
用いたほか、ヒアリング調査結果などから県内発注率*（県内調達率）を、「建設工事」時で12%、「運転・保守」時で17%、「撤去」時で建設工事
時と同様の12%と推計している。

洋上風力発電計画の各海域と発電規模 一般海域の洋上風力発電に係る経済波及効果試算

県内
調達率

総合
効果

直接
効果

間接
効果

建設工事 12％ 1,611 1,105 506

保守・運転 17％ 1,611 1,166 445

（年当たり） － 81 58 22

撤去 12％ 329 226 103

20年累計 － 3,551 2,497 1,054

（金額単位:億円）

* 「第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」では県内発注率と表記しているが、
同資料が参考にした京都大学 山東氏による論文「地域と共生する再生可能エネルギー
における地域経済付加価値分析に関する研究~地熱発電と洋上風力発電の導入促進
に向けて～」では地元調達率としており、本調査では県内調達率と表記する。



14

県内企業が携わる業務の割合が増加した場合の経済波及効果

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

（出所）秋田県「第2期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」（2022年3月）より㈱フィデア情報総研作成

 本調査における関係者へのヒアリング、他地域の事例等を踏まえた県内企業に対する洋上風力発電産業への参画促進策等の実現等を前提とすれば、
県内調達率は、「建設工事」段階で30％、「運用・保守」段階で30％、「撤去」段階で50％まで増加できるポテンシャル（チャレンジ目標）がある。

 かかるチャレンジ目標が実現すれば、経済波及効果が2.3倍に拡大することが期待できる。

県内調達率 経済波及効果

建設工事 12％ 1,611億円

運転・保守 17％ 1,610億円

撤去 12％ 329億円

合計 3,551億円

県内調達率
(チャレンジ目標） 経済波及効果

建設工事 30％ 4,027億円

運転・保守 30％ 2,841億円

撤去 50％ 1,329億円

合計 8,197億円

■第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）における
「一般海域洋上風力」の経済波及効果

■県内調達率が増加した場合（チャレンジ目標が達成）の
経済波及効果（推計） ２.3

倍
に
拡
大

チャレンジ目標達成時の経済波及効果の推計 チャレンジ目標達成のために必要な事項

県内調達率増加に必要なこと

建設工事
（風車部品製造含む）

・ マッチング
→ 大企業との情報交換会等

・ カタログ作成
→ 必要な部品・製品
→ 供給可能な部品・製品

・ 認証取得
→ 国際規格
→ メーカー認証

・ 金融支援
→ 先行投資負担

運転・保守

・ トレーニングセンター
・ メンテナンスに係る部品供給
網の形成

・ メーカーに紐づく人材育成

撤去 ・ トレーニングセンター
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秋田県内プレーヤー関係者のイメージ図

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

風力発電所
事業会社 SPC【金融機関】

メガバンク
地元金融機関
その他金融機関

【行政機関】
国・秋田県・秋田県内市町村

【風車メーカー】

※建設時

許認可等

融資契約

【出資者】
県外企業
県内企業

市民ファンド

出資

【漁業協同組合】
許可等

【ゼネコン】
【
Ｏ
＆
Ｍ
会
社
（
風
車
）
】

【送配電事業者】

海外サプ
ライヤー

電力受給契約

国内サプ
ライヤー

秋田県内企業・個人

【
電
力
小
売
事
業
者
】

※

地
域
新
電
力

【
Ｏ
＆
Ｍ
会
社
（
基
礎
他
）
】

基礎
メーカー

船舶会社
（輸送）

ケーブル
メーカー

船舶会社 変電設備
メーカー

宿泊施設建設業
調査
設計
測量

飲食業

【保険会社】

【その他】

・視察者対応
（ビジターセンター）

・教育機関連携
（人材育成）

・地元貢献対応
（基金活用・その他）

建設資材
販売

電気
工事業 観光業

船舶会社
（建設）

【調査】

・環境アセス

・漁業影響調査

・風況調査

・地盤調査

製造業

（出所）関係者ヒアリング等より㈱北都銀行地方創生室作成
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風車部品の秋田県内企業の参入に向けたチャレンジ目標内訳

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

（出所）関係者ヒアリング等より㈱北都銀行地方創生室作成

秋田県内参入目標
企業数 10社
風車価格の5％

風車
メーカー

項目 構成部品 １次サプライヤー 2次サプライヤー

ナセル
※国内組立想定

発電機 海外・国内 国内・県内
増速機 海外・国内 －
主軸受 国内 －
主軸 海外 －
ナセル台盤 国内・県内 －
ナセルカバー 海外 ―
制御システム 海外・国内 ―
ヨーシステム 海外・国内 ―
ヨーベアリング 海外・国内 ―
ブレーキシステム 海外・国内 ―
冷却装置 国内 ―
空調システム 国内 ―
風速・風向計 国内 ―
防災システム 国内 ―
UPS 国内 ―
ホイスト 国内 ―
小型エンジニアリング部材 国内 県内
状態監視装置 国内 ―
航空障害灯 国内 ―
雷保護・落雷検出装置 国内 ―

ハブ

ハブ鋳造 海外 ―
ブレードベアリング 海外 ―
ピッチ駆動システム 海外・国内 ―
スピナー 海外 ―
ブレード荷重測定システ
ム 海外 ―

自動潤滑システム 海外 ―
加工鋼材 海外 ―

項目 構成部品 １次サプライヤー 2次サプライヤー

電力変換器

パワーコンバーター 国内 ―
変圧器 国内 ―
スイッチギア 国内 ―
ケーブル 国内 ―

ブレード

構造用複合材料 海外 ―
ブレードルート 海外 ―
桁 海外 ―
塗料 海外 ―
ボルト等（金具） 海外 ―
避雷針・レセプター 海外・国内 ―

タワー

タワー用鋼材 海外・国内 ―
ボルト 海外・国内 ―
フランジ 海外・国内 ―
表面仕上げ 海外 ―
昇降機・はしご 国内 県内
チューンドダンパー 海外・国内 ―
制御システム 海外・国内 ―
特殊コーティング 海外・国内 ―
内部照明 国内 ―

基礎

基礎用鋼材 海外・国内 ―
モノパイル 海外・国内 ―
トランジションピース 海外・国内 県内
ジャケット 海外・国内 県内
防食加工 海外・国内 ―
洗堀防止材 海外・国内 県内
Jチューブ 海外・国内 ―
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建設工事における秋田県内企業の参入にかかるチャレンジ目標内訳

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

（出所）関係者ヒアリング等より㈱北都銀行地方創生室作成

項目 工事内容 主体
県内企業目標参入率
◎＝県内参入実績あり

●＝チャレンジ項目

工具
資材
機材

工具(製造・メンテ) 各社 ◎（50％）
資材(製造・調達) 各社 ◎（50％）
機材（調達・リース） 各社 ◎（50％）
資材・機材搬送 各社 ◎（50％）

調査
環境アセス 調査会社 ◎（25％）
風況調査・地盤調査 調査会社 ◎（25％）
漁業影響調査 調査会社 ●（25％）

陸上工事

変電設備設置工事 変電設備メーカー･土木会社 ◎（50％）
陸上ケーブル工事（埋設・架空線） ケーブルメーカー・土木会社 ◎（50％）
配線工事・配電盤工事 変電設備メーカー ◎（50％）
外柵、舗装、取付道路工事 土木会社 ◎（50％）
交通整理 土木会社 ◎（100％）

洋上工事

設置工事（基礎） ゼネコン ◎（25％）
設置工事（風車組立） ゼネコン・風車メーカー ●（10％）
ケーブル敷設工事 ケーブルメーカー ●（10％）
拠点港整備 ゼネコン・風車メーカー ◎（25％）
気象・海象予測 調査会社 ●（25％）

船舶
サービス

SEP 船舶会社 ×（※人材派遣）
CTV（人員輸送） 船舶会社 ◎（50％）
ケーブル敷設船 船舶会社 ×
重量物運搬船 船舶会社 ×
警戒船 船舶会社 ●（50％）
航行管制 船舶会社 ●（25％）

その他

人材派遣 各社 ◎（30％）
人員輸送 各社 ◎（30％）
宿泊・飲食 各社 ◎（100％）
燃料補給 各社 ◎（75％）
産廃・リサイクル 各社 ◎（100％）

風車メーカー
業
務
毎
に
関
連
企
業
へ
発
注

発
電
事
業
者

変電設備
メーカー

ケーブル
メーカー

船舶会社

土木会社

《体制図（想定）》

ゼ
ネ
コ
ン

※事業者によって体制変更

調査会社

《業務内容》
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O&Mにおける秋田県内企業の参入にかかるチャレンジ目標内訳

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

（出所）関係者ヒアリング等より㈱北都銀行地方創生室作成

項目 工事内容 主体
県内企業目標参入率
◎＝県内参入実績あり

●＝チャレンジ項目

工具
備品

予備パーツ(製造・メンテ) 風車メーカー ◎（10％）

工具調達 各社 ◎（50％）

オフィス関連整備 各社 ◎（100％）

通信設備整備 各社 ◎（50％）

作業服等調達 各社 ◎（75％）

点検作業

巡視 発電事業者 ●（10％）

風車点検・補修・備品交換 風車メーカー ●（25％）

風車基礎点検・補修 洋上O&M企業 ●（25％）

ケーブル点検・補修 洋上O&M企業 ●（25％）

陸上設備点検・補修・部品交換 陸上設備O&M企業 ◎（25％）

モニタリング 発電事業者・風車メーカー ●（10％）

安全訓練（人材訓練、訓練上整備） 風車メーカー・洋上O&M企業 ●（10％）

物流・
その他

O&M人員輸送 船舶会社 ◎（50％）

資機材運搬 船舶会社 他 ◎（50％）

燃料補給 各社 ◎（75％）

倉庫管理 風車メーカー 他 ◎（100％）

産業廃棄物処理・リサイクル 各社 ◎（100％）

防災等対応 各社 ◎（50％）

視察者対応 発電事業者 ◎（100％）

業
務
毎
に
関
連
企
業
へ
発
注

発
電
事
業
者

《体制図（想定）》

※事業者によって体制変更

《業務内容》

風車メーカー

船舶会社

洋上Ｏ＆Ｍ企業

陸上設備Ｏ＆Ｍ企業
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チャレンジ目標達成に向けたロードマップ

２.（4）洋上風力発電のサプライチェーン構築に向けて

（出所）関係者ヒアリング等より㈱北都銀行地方創生室作成

2022年度 2024年度2023年度 2025年度～

県内事業の
マイルストン

製造

基礎・
電気系統

設置

対象部品の特定

風車の維持作業

SOV/CTV航行・管理

設置作業

変電所整備

基礎製造

技術開発・設備投資

作業内容の把握

建設機材の導入

品質テスト

電気設備の把握

ナセル部品の製造・組立

タワー部品の製造・組立

対象工事の特定 技術開発・設備投資

マッチング

マッチング・リソース確保

調査
開発

製造

建機の撤収

アセスメント実施サポート

調査実施サポート

技術開発・設備投資マッチング・リソース確保

O&M

対象業務の特定 マッチング・リソース確保

マッチング・リソース確保

リソース確保

能代港・秋田港 2022年末運転開始（予定）

能代市・三種町・男鹿市沖 ／ 由利本荘市沖

男鹿市・潟上市・秋田市沖
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洋上風力に関する国内各地の動き

（出所）北九州市港湾空港局「「風力発電関連産業の総合拠点」の形成を目指して~グリーンエネルギーポートひびき~」（2021年10月26日）、各種公表資料より㈱日本政策投資銀行グループ作成

２.（5）各地の支援体制等

（NPO）⾧崎県海洋産業クラスター形成推進協議会

理事⾧ 坂井俊之（協和機電ホールディングス㈱会⾧）

2014年3月
2016年3月

2020年10月
2022年5月

産業界有志によって設立
⾧崎県、⾧崎大学、⾧崎総合科学大学と海洋エネルギー関連産業の拠点形成のための連携
協定を締結
⾧崎海洋アカデミーを開講（海洋開発技術者の育成のため「⾧崎海洋アカデミー」を開講
GWOの認証訓練が受けられる洋上風力発電所の作業員訓練施設を開設する計画を公表
（日本財団が3か年計画で出資、2024年8月に⾧崎市沿岸部でオープン予定）

室蘭洋上風力関連事業推進協議会
（略称:MOPA）

会⾧ 関根博士（三菱製鋼㈱取締役常務）
会員数 54社（2022年5月現在）

2020年1月
2022年1月

室蘭市と企業6社により設立
室蘭洋上フォーラム2022開催

グリーンエネルギーポートひびき事業

北九州市が若松区響灘地区の「風力発電関連産業の総合拠点化」を目指して2011年より進
めている事業

2016年9月
2017年2月

㈱北拓が物流倉庫を併設した大型のメンテナンス・トレーニングセンターを開設
北九州港港湾区域での洋上風力発電事業者に九電みらいエナジーー㈱G選
定
→2022年度着工に向けて事業進行中

（総合拠点としての4つの機能）

いわきウィンドバレー推進協議会

会⾧ 会川文雄（会川鉄工㈱代表取締役）

2018年8月 いわき市の風力発電設備製造拠点化
を目指す企業が集まって設立

（一社）ふくしま風力O&Mアソシエーション

代表理事 渡辺誠（㈱誠電社代表取締役）
加盟企業数 15社（2022年6月現在）

2021年4月

2022年6月

エネルギー・エージェンシーふくしまの活動
の一部が、風車メンテナンスのワンストッ
プサービスの提供等を目指して設立
風力発電メンテナンス技術者の育成
拠点「FOMアカデミー」を完成（GWO
の認証機関としての認可取得予定）

風車のトレーニングセンター
2010年8月 青森県六ケ所村にイオスエンジニアリン

グ&サービス㈱（日本風力開発㈱グ
ループ）が風車のトレーニングセンター
を開設
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洋上風力発電開発関係者へのヒアリング等

Section ３
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質問事項 1. 秋田県内への洋上風力産業クラスター形成に向けて
①秋田県内の動向
②秋田県内への洋上風力産業クラスター形成にあたっての課題・要望
③洋上風力発電開発への期待

質問事項 ２. 秋田県内のカーボンニュートラル達成に向けて
①地域企業におけるカーボンニュートラルの受け止め方
②洋上風力発電開発やカーボンニュートラルを地域企業のチャンスとするための

課題や要望
③秋田県がカーボンニュートラルを達成するためのアイデア

３. 洋上風力発電開発関係者へのヒアリング等

質問事項
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３. 洋上風力発電開発関係者へのヒアリング等

ヒアリング要旨（1/2）

秋田県内の
洋上風力産業
クラスター形成

に向けて

県内行政関係者 県内事業者（運輸業・製造業） 発電事業者

【県内事業者の参入可能性の高い分野】
• 風力発電のO＆Mは20年以上期待さ

れる。そこへの地元企業の参入は、部
品供給より可能性が高いと思う。

• 秋田は2030年のエリアに入っているため
先行者利益を得られる可能性が高い。

【課題・要望】
• メンテナンス関連の資格取得が必要、

補助金等で支援をしていきたい。
• 発電事業者と県内事業者のマッチング

に向けたセミナー等を開催するものの、
実際の取引まで結びつくケースがほとんど
ない。

• 必要な国際認証の整理が出来ていな
い。

• 部品製造の分野で県内調達比率を高
めていくための価格競争力をつけていか
なければならない。

【課題・要望】
• 専門人材の不足が課題。CTV船員や電

気・機械関係人材などの育成の仕組みを
県の支援として期待したい。

• 欧州メーカーの規格・マニュアルの解読が
困難である。解読にあたって協力先となり
得る国内大手メーカーは既に撤退してし
まっている。

• ヨーロッパを視察しなければ、自社で何が
出来るかを探ることはできない。が、視察に
も費用が嵩む。

• 発電事業者と県内事業者間のコーディ
ネーターが不在。業界専門の勉強会や意
見交換会の場など必要。

• 中国の価格競争力が高いこと、加えて入
札にあたってローカルコンテンツを使うという
条件がないことから、部品製造の分野で発
電事業者に低価格化を求められた際には、
秋田県内で受注出来ない可能性が高い。

• 風車メーカーの工場やメンテナンス要員の
育成施設の誘致が必要。

【県内事業者の参入可能性の高い分野】
• 地元製造業のチャンスは、建設が終わっ

てから先の30年。メンテナンスに関わる
部品供給が現実的。

• 国内の先進的地域たる秋田で部品供
給の拠点をつくれば国内の製造拠点に
なり得る。

• 浮体のメンテナンスを秋田港・能代港で
担う役割への可能性を感じる。

【課題・要望】
• 風車の発電機部分をメンテナンスする

人材の育成が重要。絶対にローカライ
ゼーションが始まることから、メーカーに紐
づく技術者を育てる必要がある。

• 発電事業者は、地元発注率を高めるた
め、カタログをつくり、事業者との対話・
マッチングを実施しているところである。是
非、金融機関には、地元事業者に融
資メニューを提案、誘い込みするなどの
取組みを実施して欲しい。

 秋田県内行政関係者、県内事業者、発電事業者へのヒアリング要旨として、県内事業者の参入可能性の高い分野及び秋田県内の洋上風力産業クラ
スター形成に向けた課題・要望に係る主な意見を整理した。

 県内事業者の参入可能性の高い分野としては風車建設後のO＆M及びメンテナンスに係る部品供給が挙げられた。これら分野の県内クラスター形成に
向けた課題・要望として、実際の取引実現につながるマッチング（意見・情報交換の機会等）、専門人材の育成、規格・マニュアルの整備、資金調達
への支援等が挙げられた。
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３. 洋上風力発電開発関係者へのヒアリング等

ヒアリング要旨（2/2）

秋田県内の
カーボン

ニュートラル
達成に向けて

県内行政関係者 県内事業者（運輸業・製造業） 発電事業者

• 秋田県は再エネ資源が豊富であり、売
電だけではなくいかに地産地消していくか
がポイントである。

• ISOと同様、発注者側のオファーに対応
できるような準備が必要となる。事業者
のカーボンニュートラルへの意識を高める
ための取り組みが必要であると思ってい
る。

• 再エネやカーボンニュートラルへの対応は、
実施しなければいけないものとしてスルー出
来なくなってきている。ただし何かやるにして
も投資が必要になる。

• 再エネの導入にあたっては、安定的に供給
され動力として活用できるくらいのものを希
望する。

• 秋田県は、戦略商品としての再エネと地
産地消としての再エネの両方を持つ極
めて稀有な地域になる。カーボンニュート
ラル先進地というプライドを産業界も持
つべきである。

 秋田県内のカーボンニュートラル達成に向けた意見として、秋田県内行政関係者及び発電事業者より再エネの地産地消の重要性が指摘された。一方、
県内事業者からは、新たな投資や電力安定化の必要性といった再エネの使用に際する諸課題が挙げられた。



25

秋田県における洋上風力発電関連産業クラスター形成の課題

Section ４
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４.（1）産業クラスター形成のポイント（ダイヤモンド・モデルからのヒント）

 産業クラスターは、一般に「ある特定の分野における、相互に結び付いた企業群と関連する諸機関からなる地理的に近接したグループである」と言われてい
る。換言すれば、関連産業・関連諸機関によるリージョナル・サプライチェーンであり、企業間の垣根を越えて、地域全体のサプライチェーンを構築すること
が、クラスター戦略の本質である。

 クラスターとしての競争優位を確保するための検討フレームワークであるダイヤモンド・モデルを援用することで、秋田県の洋上風力発電関連産業クラスターを
形成するために必要な要素の有無を検討することが出来る。

ダイヤモンド・モデルによる産業クラスター形成のポイント

ダイヤモンド・モデルによる検討

（出所）M.ポーター「経営戦略論Ⅱ」、各種公表資料より㈱日本政策投資銀行グループ作成

項目 内容 要素の有無（ヒアリング等から）

企業戦略と
競争状態

クラスター内（企業間）の
競争 不足 マッチングにおけるきめ細かさ等の不足

リーダーとなるものづくり企業がない

需要条件 市場の大きさ・拡大 有り 拡大する洋上風力発電導入量

要因条件 利用可能な自然・資本・人
的資源（あらゆる資源） 不足 先行投資に対する金融支援が不足、

専門人材が不足

産業集積 企業や支援機関の存在 不足 人材育成のためのトレーニング施設が
ない → 共通インフラの不足

行政 企業間競争を促す触媒 不足 プラットフォームの活性化が必要
地域をあげて取組む必要

機会 市場状況の変化 不足 情報が不足

ダイヤモンド・モデル

企業戦略と
競争状態

需要条件要因条件

関連産業と
支援産業

機会

行政
国内（県内）調達比率を高めるための取組みが、まだまだ不足している

要すれば
不足しているだけで「無い」項目はない
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４.（2）秋田県における洋上風力発電関連産業クラスター形成の課題と取組み

秋田県において洋上風力発電関連産業クラスターを形成するための課題

（出所）各種公表資料より㈱日本政策投資銀行グループ作成

 秋田県に巨大な洋上風力発電関連市場が創出されることから、多くの企業が、本県プロジェクトへの参入を図っている。秋田県内の企業においても、同
産業に携わることができる高いポテンシャルを有している。

 このため、洋上風力発電を中心に「再エネ発電設備等の建設工事、部品製造、運転・保守への県内企業の参入拡大促進」に向けた取組みが進められ
てるが、高いポテンシャルを実現し、県内調達率の増加（本調査におけるチャレンジ目標の実現）を図るためには、個々の企業の努力だけでは限界が
ある。

 洋上風力発電関連産業のサプライチェーンに、個別に参入を図る取組みも重要であるが、地域をあげてサプライチェーンを構築しようとする「クラスター
形成のための取組み」が不足している。

チャレンジ目標実現のための課題

巨大な市場
高いポテンシャル

情報の不足・非対称

共通インフラの不足

参入支援の不足

個別の取組みは進められている
↓

個々の企業の努力だけでは限界がある

地域をあげて取り組む必要

クラスターの形成

巨大な市場が生まれること、高いポテンシャ
ルがあることは、一定程度、理解されている

例）必要とされる部品・製品の具体
的かつ詳細な情報等が不足

例）人材育成のためのトレーニング
センターが不足

例）先行投資負担への支援が
不足

（需要条件）

（企業戦略と競争状態）

（関連産業と支援産業）

（要因条件）
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４.（2）秋田県における洋上風力発電関連産業クラスター形成の課題と取組み

秋田県において洋上風力発電関連産業クラスターを形成するために

（出所）各種公表資料より㈱日本政策投資銀行グループ作成

 県内調達率の増加（本調査におけるチャレンジ目標）を実現するためには、秋田県に洋上風力発電関連産業クラスターを形成する必要がある。
 そのためには、

①発注元が求める部品等の詳細作成や地域企業が有する技術一覧の紹介など事業者サイドと地域企業をつなぐ仕組みづくり
②人材育成のためのトレーニングセンターなど共通インフラの整備
③リスクマネーの供給など地域企業の先行投資等を支える金融支援制度の創設

について、オール秋田で取り組むことが求められる。
 地域脱炭素を進めながら、洋上風力発電関連産業クラスターを形成することで、環境と経済の好循環が生まれる持続可能な地域経済が構築される。

クラスター形成のための取組み

具体的取組み

共通インフラの整備

先行投資負担を支える金融支援制度の創設

事業者サイドと地域企業をつなぐ仕組みづくり

 人材育成のためのトレーニングセンターの整備
 マニュアル作成など規格・認証の取得に向けた各種支援（海外・大企業と

の交渉等を含む）

 発注元が求める部品・製品等の詳細／地域企業が有する技術や供給可
能な部品・製品等の一覧の作成（カタログの作成）

 発注元及び地域企業の詳細ニーズの把握、きめ細かなマッチングの推進
 地域企業の参入促進に向けた課題・取組施策の検討継続

 リスクマネー供給（中⾧期融資・メザニンファイナンス・エクイティ投資等）な
どの金融機能を活用した新たなファイナンス枠組みの検討

項目 要素の有無

企業戦略と
競争状態

マッチングにおけるきめ細かさ等の不足
リーダーとなるものづくり企業がない

需要条件 拡大する洋上風力発電導入量

要因条件 先行投資に対する金融支援が
不足、専門人材が不足

産業集積 人材育成のためのトレーニング施
設がない → 共通インフラの不足

行政 プラットフォームの活性化が必要
地域をあげて取組む必要

機会 情報共有の機会が不足

秋田県の
活性化

持続可能な
地域経済

環境と経済
の好循環

カーボン
ニュートラル
先進地とし
てのプライド

醸成

ク
ラ
ス
タ
ー
形
成
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